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カンボジアの天然資源政策と政
治、特に選挙とどのように関わってきたかというテーマは、非常にセンシティブな問題であることから論じるのが難しく、多くの研究者
や
著
述
家
た
ち
は
触
れ
た
が
ら
な
い。そのうえ、カンボジアにおける天然資源と選挙の関係を証明できる信頼性の高い情報源をみつけることは非常に困難であ 。ししながら、このテーマの考察に挑戦することは、効果的な資源管理を実現するために重要なことである。以下では、カンボジアの天然資源政策の諸問題を紹介し、特漁業資源について、国家の介入と選挙の関係を考察する。●天然資源をめぐる諸問題　
カンボジアは森林、土地、水産
物、水などの天然資源に恵まれており、多くの人びとはこれらの天
然資源に依存した生活を送ってきた。一九七〇年代から一九八〇年代にかけては国土の七〇％以上が森林に覆われていた。北東部、西部、北西部には深い森があっ 。しかし、一九九〇年代から二〇〇〇年代にかけての大規模な違法伐採によって、カンボジアの森林は急
速
に
減
少
し
た（
参
考
文
献
①
）。
東南アジア最大の淡水湖であるトンレサップ湖は、漁業資源が豊富なことで有名である。人口統計調査によるとトンレサップ周辺では三〇〇万人以上が生活しており、この湖での漁業で生計を立てている人は一 を超える（参考文献②）
。
　
カンボジアの天然資源における
主な問題は、そ 効果的 管理ある。天然資源に関する法律や規制は数多くあるが 実施が徹底され
て
い
な
い（
参
考
文
献
③
）。
一
九
八〇年代後半から一九九〇年代初めにかけて、森林は内戦を繰りひろげていたカンボジアの各派閥にとっての主な収入源であった。二〇〇〇年代初め ら、違法な伐採を
抑
え
る
た
め
に
政
府
が
介
入
し
た
り、イギリスを拠点とするＮＧＯであるグローバル・ウィットネスが監視にあたり、森林保全の試みが
な
さ
れ
た。
し
か
し、
グ
ロ
ー
バ
ル・ウィットネスは、カンボジアのエリート政治家と違法伐採ビジネ
ス
と
の
関
係
を
指
摘
し
た
報
告
書
「
C
am
bodian
 Fam
ily T
rees 」
を
発表後の二〇〇七年、カンボジアで
の
活
動
継
続
を
許
さ
れ
な
く
な
っ
た
。
　
森林資源と同様に土地もまた、
エリート層の利益供与による体制維持に利用されてきた（参考文献④
）。
裕
福
な
個
人
や
企
業
は
土
地
の
投
機
取
引
を
行
い、
経
済
土
地
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン（
E
con
om
ic L
an
d 
C
on
cession
：
Ｅ
Ｌ
Ｃ
）
の
名
の
下
に、経済的に価値のある土地の大規模な使用権を得てきた。このような権利付与は、与党であるカンボジア人民党と関係の深い者 ちに恩恵を与えることが多い。例えば、首相夫妻と深い関係にある強大
な
エ
リ
ー
ト
一
族
が
所
有
す
る
P
heappim
ex 社
は、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
国土面積の七・四％に相当する広大な土地使用権を保有している。　
近年の経済開発の進展は、これ
らの天然資源を著しく減少させいる。ＥＬＣとは、アグロインダストリー開発のために土地を開墾することを認められる長期リースのことである。政府は、ＥＬＣが企業によ 投資 奨励し、使用料や
課
税
お
よ
び
関
連
サ
ー
ビ
ス
料
に
よって国庫歳入を増加させ、農村地帯での雇用を増やし、生計手段の多様化を促進すると主張してきた。しかし、実際には、ＥＬＣによる開発は森林伐採を促進し、カンボジアの豊 な森林資源 減少させる要因となっている。また、開発にともなう土地収奪 紛争、人権侵害など、数多くの問題が生じている。　
漁業資源も、効果的な管理の問
題に直面している。トンレサップ
ト
ー
ル
・
デ
ィ
ナ
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
天
然
資
源
政
策
─
 漁
業
資
源
管
理
と
国
家
 ─
特 集
カンボジア
国家建設の20年
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湖の漁業資源は、二〇一二年の漁業区画撤廃以前は、商業漁区所有者が漁業資源利用の権利を享受し
ており、その区域内で事業主たちが漁を行ってきた。その一方、商業漁区内の事業主と商業漁区の周辺で漁を行う普通の漁師との間は多くの対立が生じていた。漁場をめぐる紛争 大きな話題として取り上げられるようになっ き二〇〇〇年前後には、紛争は一〇〇〇件以上に達した（表
1）。
　
カンボジアの天然資源は、長年
にわたり、カンボジア政府の政策に左右されてきた。天然資源からの
収
益
は、
軍
の
収
入
源
で
あ
っ
た
し、ときには兵士への給与支払いの
た
め
に
も
使
わ
れ
て
き
た。
U
n
 
an
d S
okbun
thoeun
に
よ
る
と、
カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
は
一
九
九
三
年
以
来、エリート層同士の関係を強化し
て
平
和
と
安
定
を
促
進
す
る
た
め
に、特に軍関係者との関係を強化するために森林資源を利用してた（
参
考
文
献
④
）。
森
林
資
源
が
減
少すると、政府は保全のための措置
を
取
り、
そ
の
関
心
は
土
地
へ
と
移っていっ 。●漁業資源政策と選挙　
天然資源のなかでも、漁業資源
は選挙との関連が観察される。そして、国政だけではなく地方選挙のレベルでも指摘できる。森林資
源への国家介入は、資源の保全、ないしはドナーからの圧力への対応
を
目
的
と
す
る
の
か
も
し
れ
な
い
が、漁業資 有権者の大半を占める農村人口からの政治的支持を得ることを狙ったものであった。　
地
方
分
権
は、
二
〇
〇
一
年
に
コ
ミ
ュ
ー
ン
行
政
管
理
法
お
よ
び
コ
ミューン選挙法の制定とともに導入された。これら 法律は地方分権のための基本的な 的枠組みを定めており、これに基づいて二〇〇二年、二〇〇七年、二〇一二年に
コ
ミ
ュ
ー
ン
評
議
会
選
挙
が
行
わ
れ、三回の選挙すべてにおいて、与党である人民党が過半数 票を獲得した。　
地方分権への動きは天然資源政
策、特にトンレサップ 漁業とどのように関連しているのであろうか。興味深いことに、二〇〇〇〜二〇一二年にカンボジア政府は漁業改革を二回行った。最初の漁業改革は 〇〇 商業的漁業区画を対象として実施され 政府は漁業区画を約五六％削減し、削減された漁区の大部分をコミュニティに割りあてた。そ 〇一二年に再度、抜本的な漁業改革を行い、残りの商業的 業区画を撤
廃
し
た。
政
府
は
漁
業
区
画
を
廃
止
し、広大な区域を公共漁場あるいはコミュニティの漁場として指定するという方法で、政治的な支持と引き換えに住民に利益を配分ようとしたのではないかと考えられる。コミューンレベルでの支持獲得は国政選挙で 成功にも影響を及ぼすため、中央政府 とっては極めて重要であった。漁業資源へのアクセスを変更することは、少なくとも二〇一三年以前の選挙に
お
い
て
は、
エ
リ
ー
ト
政
治
家
に
と
っ
て、
利
益
を
増
や
し、
ト
ン
レ
サップ湖の漁業に直接・間接的に影響を受ける四〇〇万人の庶民の支
持
を
得
る
た
め
の
便
利
な
手
段
で
あった。●二〇〇〇年の漁業改革　
二〇〇〇年、政府は漁業区画の
五六％の削減と公共漁場としての再割当を命じた。この改革は、おそらく二〇〇〇年代初期の緊張の高まり（表
1）への対処と思われ
る。政府介入は、トンレサップでの漁区をめぐる紛争の抑制を目的としていたが、同時に漁業資源保全のための試みも行われた。政府は、トンレサップ湖の域内 生物多様性保全のための中核区域を設
表 1　漁区をめぐる紛争件数
漁業区画数 区画総面積（ha） 紛争件数
1998 164 390,000 826
1999 155 953,740 1,990
2000 83 422,203 1,258
2001 82 422,203 493
（出所）DepartmentofFishery2002 お よ び Horietal.2008.Historicalchangesofthe
historyonthefisheriesmanagementinCambodia.
トンレサップ湖で小エビを採る小規模漁業者たち
（2013 年 1 月筆者撮影、シアムリアプ州）
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け、環境省に管理保護の監督を任命した。このほか商業的漁業区画を、研究・保全区域に転換することも行った。地域住民 割り当てられた区域を効果的に管理するために、地域住民は、捕獲水準を維持
し、
漁
業
資
源
を
保
護
す
る
た
め
に、各自の漁業区域を統制管理する漁業コミュニティ
（
com
m
un
ity 
fisheries ）
を
つ
く
る
こ
と
を
奨
励
さ
れ
た。
そ
し
て、
政
府
は
漁
業
コ
ミュニティを監督する開発局を設置した。　
漁
業
局
と
Ｎ
Ｇ
Ｏ
か
ら
支
援
を
受
け、トンレサップ周辺の六つの州で、一〇〇を超える漁業コミュニティが設けられた。しかし、このうちの多くは 以下の理由により本来の計画どおりの運営ができていない。第一に 資金の問題がある。政府の財政支援はパトロールや教育などといった任務をこなすのに十分では 多くの漁業コミ
ュ
ニ
テ
ィ
は
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
支
援
と
コ
ミュニティの拠出金によって み存続している。第二に、漁業区画削減が行われたのは生産性の低区
域
の
み
で
あ
っ
た
た
め、
漁
業
コ
ミュニティは漁業資源が豊富な場所近くには位置していない このため、コミュニティメンバー 時
間を割いてまでコミュニティのための活動を行おうとすることはなか
っ
た。
第
三
に、
漁
業
コ
ミ
ュ
ニ
ティはまったく新しい試みであったため、コミュニティメンバーはそれを効率的に運営・管理する能力に欠けていた。四番目は、政府による漁業コミュニティへの支援は最小限のものであるた 、悪質な密猟者などの問題に対処することが困難であった。五番目の理由として、漁業コミュニティ は違法な漁を行う者をその場で逮捕する、あるいは罰金を科すというような法的 権限の いことが挙げられる。　
二〇〇〇年の改革は、天然資源
を保全し、紛争を軽減し、そして一部区域をコミュニティ住民への漁区の割り当てにより貧困を軽減することを目指した。しかし、漁場をめぐる紛争の軽減 およびトンレサップの水産資源の保全促進という点では成功しなかった。漁区所有者と地元漁師 間 緊張関係は依然として存在する。漁区所
有
者
は
度
を
超
え
て
勢
力
を
ふ
る
い、地元民を苦しめ続けており、最も豊かな漁場 、相変わらず区の事業主に牛耳られている。豊かな漁場のほとんどを支配 てい
る
力
の
あ
る
事
業
主
は、
化
学
薬
品
や、禁じられた漁具の使用などの違法な漁法を用いて乱獲を繰り返してきたとして非難されている。彼らの横暴による深刻な環境破壊の報告もある。そ 、これらの背後には、政府役人の不適切 関与も指摘される。コミュニティメンバーは、政府役人が不正を働いていること、漁区所有者や違法密猟者が湖の資源乱獲する事態を防げ
て
い
な
い
こ
と
を
非
難
し
て
い
る
（参考文献②）
。筆者が、村長やそ
の他の漁師たちに聞き取り調査をした際にも、任務を全うしていない役人たちについて、同様 苦情が聞かれ 。●
 二〇一二年の漁業改革
　
二〇一一年五月、政府は「無秩
序な漁業」
（違法漁業）を抑制し、
トンレサップにおける漁業管理を再編するための首相令第一号を出した。政府はこの政策を確実に実施するために、七月七日、トンレサ
ッ
プ
の
状
況
を
調
査
し、
ト
ン
レ
サップ周辺の漁業区画の管理や開発について調査し、不法行為 報告書をまとめるための、有力政治家による調査委員会を組織した。調査委員会は四 のチームに分か
れて各チームが一つの県を担当した。委員会には水資源気象省、環境省、農林水産省、農村開発省から各大臣が参加した。委員会は七月二二日に会合して調査結果にいて話し合い、最終報告書を作成した。報告書は八月一〇日に首相に提出され、翌日承認を受けた。　
調査委員会は、トンレサップの
漁業セクターにおける幾つかの異常な、特に商業的漁区所有者の活動に関する異常な状況をあきらかにした。すべての区画所有者は国に税金を納めていたが、その金額は全三五区画から納税されるべき額よりもはるか 少 かった（参考
文
献
⑥
）。
さ
ら
に
ま
た、
彼
ら
の
漁業活動は湖の水産資源や生態系に極度の悪影響を及ぼしていると考
え
ら
れ
た。
三
五
区
画
の
所
有
者
は、区画の所有者が守るべき勧告や
規
則
が
記
載
さ
れ
た
責
任
帳
（
bur-
den
 book ）
を
無
視
し
て
い
た。
ほ
とんどの所有者は区画を分割し、使
用
料
を
取
っ
て
又
貸
し
し
て
い
た
が、
こ
れ
は
規
則
に
反
す
る
も
の
で
あった。区画所有者は地元住民の漁場に侵入し、違法な道具を使用し、航路を塞ぎ、人々を恣意的に逮捕し、罰金を科 ていたため、毎シーズン、区画所有者 地元住
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民との間で紛争が生じていた。かくして、区画所有者や漁業関係役人に対する地元民の不満や怒りが巻き起こっ いた。　
調査委員会は早急な措置を提言
し、三五漁業区画 べての 権を少なくとも一時的に取り消すことを提案した。トンレサップ当局には、完全に撤廃する区画、維持すべき区画、そ て漁業資源回復のための保全場所と て指定する区画について評価し、決定する権限が与えられた。調査委員会はさらに、既存 勧告・規則 改良して、厳格な順守を促すためのチームを設けることも提案し このほか、漁業局の構造を改革し、漁業法を改正して現地の役人の責任範囲を拡大することも提案した。最後に、地元民の安全に関して、湖周辺に居住区域を設けることにより、政府が水上コミュニティ住人たちに定住生活を奨励することも提案した。これらの提言 うけ、政府は二〇一二年三月に残りの商用漁区を全て撤廃することにした。　
トンレサップにおける漁業政策
への評価は困難である。まず 漁区の削減と廃止の改革は、メディアで頻繁に取り上げられた。この
改革は、多くの小規模漁師、とくに
貧
困
層
か
ら
歓
迎
さ
れ
た
動
き
で
あったことに議論の余地はない。しかし、二〇〇〇年の改革は十分に機能せず、二〇一二年 改革についても、新たに開放された区画に対するコントロールがどのように行われるのかは不透明な状況である。●結論　
カンボジアの天然資源は、カン
ボジアの多くの国民の生計を支えるために重要な役割を果たしてきた。
そ
し
て、
同
時
に、
政
治
家
に
とっても政治的支持獲得 ため重要な領域であった。　
とくに、漁業資源政策は資源介
入が政治す わち選挙といかに関連していたかを示す例 る。二〇〇〇〜二〇一二年の間に、カンボジア政府は大規模な漁業改革を二回行った。どちらの改革も選挙の一、二年前に行われ 。漁業資源への国家介入は、地方および国政選挙両方の有権者の大半を占める貧困者に恩恵を与えていることから、貧困層から 支持を得るための政策であったといえよう。二〇
一
三
年
以
前
に
行
わ
れ
た
地
方
選
挙・国政選挙では、この作戦は成
功してきた。しかし、二〇一三年総選挙においては、介入の恩恵を受けたはずの地域で、人民党はかつてのような大きな勝利を収めることはなかった。　
政府は、これまで独占されてい
た漁業区画をコミュニティに開放することで、一時的に貧しい漁師たちからの支持を獲得すること成功したかもしれない。し し、天然資源への国家介入の背後に明確な政治目的がある場合 持続可能な資源管理の実現は困難に ることを筆者は主張する。カンボジアの天然資源管理の実効性を確保するためには、国家機関とコミュニティベースの組織の両方を改革することが必要である。（T
hol D
in
a
／
東
京
大
学
大
学
院
新
領
域創成科学研究科博士課程）《参考文献》①
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